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１.18年9月中間期の連結業績（平成18年4月1日 ～ 平成18年9月30日）
(1)連結経営成績 (百万円未満四捨五入表示)

売　上　高 営 業 利 益 税 引 前 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年9月中間期 485,388 1.8 5,981 △10.1 4,453 9.4

 17年9月中間期 476,969 1.6 6,653 △60.5 4,069 △70.5

 18年3月期 963,664 3.1 10,074 △63.0 2,335 △89.6

  中間(当期)純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

 18年9月中間期 2,533 △17.5 11.10 11.09
 17年9月中間期 3,072 △63.1 13.46 13.45
 18年3月期 952 △92.0 4.17 4.17
(注)①持分法投資損益　　　　18年9月中間期　　 △53百万円 17年9月中間期　   △12百万円 18年3月期   　△16百万円

    ②期中平均株式数（連結）18年9月中間期 228,255,519 株 17年9月中間期 228,274,854 株 18年3月期 228,268,860 株

    ③会計処理の方法の変更　　無

    ④営業利益は、日本の会計慣行に従い売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。

　　　なお、厚生年金基金の代行部分の返上に伴う全ての損益は含めておりません。

    ⑤売上高、営業利益、税引前利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭

 18年9月中間期 609,605 290,188 47.6 1,271.33
 17年9月中間期 615,086 283,283 46.1 1,241.00
 18年3月期 591,426 291,580 49.3 1,277.41
(注)期末発行済株式数（連結）18年9月中間期 228,255,898 株 17年9月中間期 228,270,781 株 18年3月期 228,258,558 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フロー 期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

 18年9月中間期 976 △ 8,200 5,990 25,946
 17年9月中間期 △ 17,810 △ 10,120 3,200 42,063
 18年3月期 △ 21,207 △ 16,661 △ 1,745 27,180

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数 109　社   持分法適用非連結子会社数 0 社   持分法適用関連会社数 11　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）9　社   持分法（新規） 1  社  （除外）0  社

２. 19年  3月期の連結業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
売　上　高 税 引 前 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通　　期 985,000 11,500 7,500
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）          　 32 円 86 銭

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく

  異なる結果となる可能性があります。上記業績予想に関連する事項については、添付書類の6ページをご参照下さい。



 添 付 資 料 

 企業集団の状況  

当社グループは、当社と子会社１０９社及び関連会社１１社で構成され、各事業に係る位置付けは次

のとおりです。 

（食肉関連事業） 

ハム・ソーセージ、加工食品は、当社及び製造委託子会社の静岡日本ハム㈱、長崎日本ハム㈱、日本

ハム食品㈱及び日本ハム惣菜㈱などが製造を行い、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本ハ

ム東部直販㈱などを通じて販売しております。また、特定の地域及び市場においては、子会社の東北日

本ハム㈱及び南日本ハム㈱などによって製造・販売を行っております。 

食肉は、子会社のインターファーム㈱、日本ホワイトファーム㈱、Texas Farm，LLC などが豚・牛及び

ブロイラーの生産飼育を行い、子会社の日本フードパッカー㈱、日本ピュアフード㈱などが処理・加工

を行った食肉製品と外部仕入食肉商品を、当社及び全国に所在する販売子会社の東日本フード㈱、関東

日本フード㈱、中日本フード㈱、西日本フード㈱などを通じて販売しております。 

（その他の事業） 

水産物及び乳製品などを子会社の㈱宝幸、マリンフーズ㈱、日本ルナ㈱などで製造・販売しておりま

す。 

 

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。（＊は関連会社） 

 

 －1－

 
      
 生産飼育 

 日本ホワイトファーム㈱ 
 イ ン タ ー フ ァ ー ム㈱ 
 Texas Farm, LLC 
 Oakey Holdings Pty. Ltd. 
  他２社(うち関連会社１社) 

  ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品､食肉の販売 

 東 日 本 フ ー ド㈱ 
 関東日本フード㈱ 
 中 日 本 フ ー ド㈱ 
 西 日 本 フ ー ド㈱ 
 日本ハム東部直販㈱他９社 

 

      

 食肉の処理・加工 

 日本フードパッカー㈱ 
 日 本 ピ ュ ア フ ー ド㈱他８社

   

  

 

  

ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造 

 静岡日本ハム㈱ 
 長崎日本ハム㈱ 
 日本ハム食品㈱ 
 日本ハム惣菜㈱ 他８社 

 

 食肉の販売 

 NMP Australia Pty. Ltd. 
 Day-Lee Foods,Inc. 他１０社

    

      

 食肉の輸入・販売 

 ジャパンフード㈱ 
   

     

 物流などのサービス 

 日本物流グループ㈱ 他２８社

  

ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造・販売 

 東北日本ハム㈱ 

 南 日本ハ ム㈱  
  他２０社(うち関連会社７社) 
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     水産物及び乳製品などの製造･販売並びにそ

の他の事業 

 マリンフーズ㈱ 
 日 本 ル ナ㈱ 

 ㈱宝    幸 
＊大阪ｻｯｶｰｸﾗﾌﾞ㈱ 
他１０社(うち関連会社２社) 
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 経  営  方  針  

１．会社の経営の基本方針 

当社グループは「わが社は、『食べる喜び』を基本のテーマとし、時代を画する文化を創造し、社会に貢献

する」「わが社は、従業員が真の幸せと生き甲斐を求める場として存在する」という二つの企業理念を掲げて

おります。安全・安心で高い品質の食品の提供を通じて、お客様の楽しく健やかなくらしに貢献していくこ

とを経営の使命として、食品を中心とした事業を展開しております。「食べる喜び」とは、「おいしさの感動

や健康の喜び」を表しており、食シーンの提案や食文化の創造、スポーツを通した健康づくりの応援などに

も積極的に取り組んでまいります。また、当社グループの事業は、生命を育み、その恵みを大切にして食品

にすることで、次世代までの食料の安定供給を図る社会的に重要な事業であると考えております。その事業

に携わることで従業員が喜びを感じ、やり甲斐をもって仕事をすることで従業員自身を高め、そのことが、

お客様からも喜ばれる商品・サービスの提供に繋がるものと考えております。 

当社グループは、平成 15 年 4 月に三ヵ年の「新中期経営計画パートⅠ」を策定し、不祥事によって揺らい

だお客様の信頼回復を目標に企業風土の刷新と経営改革を推進してまいりました。この中期経営計画を踏ま

え、平成 18 年 4月に「弛まぬ変革・挑戦による企業価値向上」をテーマとした「新中期経営計画パートⅡ」

（平成 18 年度～20 年度）を策定いたしました。パートⅠの方針を発展させた「品質ＮＯ.１経営の推進」「グ

ループ経営の質的向上と事業の積極的拡大」「ＣＳＲの推進とブランド価値向上」の三つの経営方針を掲げ、

事業の発展と経営の質的向上に注力していく時期と位置づけております。 

この方針の下、「高い品質と強い営業力」を基軸に全体最適の視点におけるグループ戦略と各事業部門、関

係会社がそれぞれの市場環境や自社の強み、競合関係を分析した最適な事業戦略を推進することにより、お

客様の期待に応え、持続的な成長と安定的な収益を実現し、グループの企業価値向上を図ってまいります。 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分の基本方針は、長期的発展の礎となる企業体質強化のための内部留保の充実と安定配当を

基本として、業績に対応した配当を実施してまいりたいと考えております。 

内部留保金は、将来にわたっての競争力を維持成長させるための投資資金として有効に活用し、業容の拡

大及び収益の向上を図ることにより株式の価値を高めていきたいと考えております。 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、投資家による当社株式の長期安定的な保有の促進が重要と考えておりますが、株式市場で流動性

を高め個人投資家層の拡大を図ることも、資本政策上の重要課題と認識しております。 

今後、株式市場の動向を注視しつつ、業績及び株価等を勘案して、投資単位の引下げにつきましても慎重

に検討してまいります。 

４．目標とする経営指標 

当社グループは、「新中期経営計画パートⅡ」（平成 18 年 4 月 1日～平成 21年 3 月 31 日）の最終年度にお

いて売上高 1兆 200 億円・営業利益 330 億円・税引前利益 300 億円、ＲＯＡ5.0％の目標を掲げております。 

経営環境は厳しく、不透明な状況が続くことが予測されますが、環境変化に対応し、コスト構造の抜本的

な改革や事業構造の変革、積極的な事業の推進など、新中期経営計画パートⅡに盛り込んだ改革や挑戦を着

実に実践し、経営目標達成を図ってまいります。 

５．中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

 (1) グループ経営の質的向上 

 ・新中期経営計画パートⅠで推進してまいりましたグループ経営を一層推し進め、経営資源である「人」 

｢モノ（設備）｣「金（資金）」「情報」「ブランド」を全体最適の視点で配分し、グループの戦略性と経営

効率を高めてまいります。また、グループ各社の主体的な自立経営を推進していくとともにグループと

しての内部統制システムの構築などガバナンス機能の強化を図ってまいります。 

 ・グループ全体での資金管理を一層強化し、グループ内金融の拡充とグループ資金の調達・運用の効率化
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を推進し、キャッシュ・フローの極大化と有利子負債の圧縮を図ります。 

 ・ＩＴの活用を積極的に行い、事業施策を支援するとともに、経営情報を充実させてスピード経営を実現

してまいります。 

 ・人材育成、人事情報システムの構築、多様な人材の活用などに注力し、人的資源管理の強化を図ってま

いります。 

 (2) 事業の積極的な拡大 

 ・当社グループは、直接お得意先を訪問するルートセールスを主体とする販売力で発展してまいりました。

営業部門は企業成長の推進エンジンとして捉え、流通構造の変化に対応して組織を再編していくととも

に、営業マンが強い意欲と高いスキルを持てるような体制の整備を図ってまいります。またグループ内

の連携強化による相乗効果で営業力をさらに高めて、事業拡大を図ってまいります。 

 ・原料調達、製造、物流、販売を一気通貫するＳＣＭ体制を構築し、生産・在庫・顧客の情報を把握し、

在庫と配送の適正化を図るとともに、あらゆる段階で品質管理を徹底し、品質向上にも繋げてまいりま

す。 

 ・グローバルな原料仕入のネットワークを構築し、安定的な原料の調達を行うとともに、インテグレーシ

ョンシステムの海外での拡充を図り、消費者の安全・安心を担保できる体制を構築してまいります。 

また、海外での売上高の拡大を図る基盤強化と人材の育成に努めてまいります。 

 

６．親会社等に関する事項 

 当社には親会社等はありません。 
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経営成績及び財政状態 

１．経営成績  

（１）当中間期 

業績全般の概況 

当中間期のわが国の経済は、公共投資は減少傾向にありましたが、設備投資や輸出は堅調に増加しており、

景気拡大が緩やかながらも長期的に続いております。 

しかしながら、当業界におきましては、前期に引き続き、原料価格の高止まりや原油高によるエネルギー

コスト、資材費の高騰など厳しい環境下にありました。 

このような中、当社グループは、今年 4 月よりスタートした三ヵ年の新中期経営計画パートⅡのテーマに

掲げた「弛まぬ変革・挑戦による企業価値向上」を果たすべく様々な経営施策に積極的に取り組んでまいり

ました。 

中期経営計画の経営方針である「品質ＮＯ.1 経営の推進」を具体化すべく、各事業部門・各社単位におい

て、安全・安心をベースに商品の特徴に応じたおいしさや鮮度、使い易さなどを追求する顧客視点に立った

改善活動を展開してまいりました。さらに、品質監査の強化や農薬等の基準値を定めたポジティブリスト制

度への対応など品質の向上を図るとともに、品質重視の企業風土の醸成を図ってまいりました。 

また、グループの全監督職を対象にした研修会を通じてのコンプライアンスの浸透や会計、人事に係わる

システム開発などの内部統制強化を推進し、グループ経営の質的向上を図ってまいりました。 

加工事業におきましては、コスト構造の抜本的な改革を前期に引き続いて推進しました。当中間期には、

ハム・ソーセージの 2 工場の閉鎖など製造体制の再編を進めました。また、商品の統廃合による生産性の向

上や集中購買、物流体制の構築などのコスト削減に継続的に取り組みました。その一方、販売部門におきま

しては営業体制の合理化と価格改定などの取組みによる収益の改善を図ってまいりました。 

食肉事業におきましては、ここ数年、BSE や鳥インフルエンザなどの疾病による禁輸措置やそれに伴う代

替需要により需給バランスが崩れ、輸入食肉の国内相場が高騰しておりましたが、前期より、輸入鶏肉など

の相場が後退傾向となり苦戦しました。比較的収益の安定しているブランド食肉の拡販や経路の開拓など取

扱量の拡大を図るとともに在庫削減にも精力的に取り組んでまいりました。 

原料価格の高騰は水産、乳製品の分野にも及びましたが、価格の改定や取扱量の拡大、新商品の開発など

に注力するとともに生産効率の向上、販売コストの削減にも取り組みました。 

以上の企業活動の結果、当中間期の売上高は、前中間期比 1.8％増の 485,388 百万円となりました。利益

につきましては、輸入食肉の国内販売価格の下落による収益の悪化に加え、原料価格の高止まりや業務用販

路における価格競争の激化など特に第 1 四半期は厳しい環境下にありましたが、加工事業部門のコスト構造

の改革や販売価格の値上げなどの取組みが、第 2 四半期以降着実に効果として表れ、税引前利益は前中間期

比 9.4％増の 4,453 百万円となりました。中間純利益は、前中間期には臨時項目(貸方のれん償却益)等が計

上されていたこともあり、前中間期比 17.5％減の 2,533 百万円となりました。 
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連結売上高内訳

 １８年９月中間期 １７年９月中間期 １８年３月期 

区    分 （18.4.1～18.9.30） （17.4.1～17.9.30） （17.4.1～18.3.31）

 金額 構成比 金額 構成比 

増減率 

金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

ハム・ソーセージ 63,634 13.1 65,163 13.7 △ 2.3  134,045 13.9

加 工 食 品 92,438 19.0 91,731 19.2 0.8  184,751 19.2

食 肉 252,269 52.0 247,482 51.9 1.9  496,772 51.6

水 産 物 44,134 9.1 40,664 8.5 8.5  82,497 8.6

乳 製 品 10,929 2.3 11,086 2.3 △ 1.4  21,707 2.2

そ の 他 21,984 4.5 20,843 4.4 5.5  43,892 4.5

計 485,388 100.0 476,969 100.0 1.8  963,664 100.0

事業の種類別セグメントの概況 

食肉関連事業 

ハム・ソーセージ部門は、キャラクター「ハムリンズ」を前面に押し出したキャンペーンの実施などの販

売促進を積極的に展開しました。原料価格の高止まりや販売競争の激化に対して、工場閉鎖を含む生産ライ

ンの再編を円滑に推進してコスト削減を図りました。売上げにつきましては主力ブランド商品や中元ギフト、

新商品を中心に国内売上は伸長しましたが、海外子会社の前期における営業譲渡により、全体では減収とな

りました。 

加工食品部門は、主力ブランドを中心に積極的なキャンペーンを展開しました。価格競争が激化する中、

輸入加工品が急増していますが、当社グループも供給体制の整備を図りました。また生産ラインの再編や商

品統廃合にも引き続き取り組みました。売上げにつきましては、ピザ群やプリフライ群が好調でした。野菜

高騰の影響もあり「中華名菜」は伸び悩みましたが、米国を中心とした海外での販売が伸長し、増収となり

ました。 

食肉部門は、食肉の生産（飼育）から販売まで一貫して手掛けるインテグレーションシステムの整備・拡

充を図るとともに、その特長を活かして、自社グループで生産するブランド食肉を中心に数量の拡大に注力

しました。また、グループ外からの仕入調達力や販売会社との連携を強化し、取扱い数量全体の拡大も図り、

相場下落による単価ダウンを数量増で補いました。利益面では、在庫の適正化を図るなど、コストの削減に

も努めましたが、相場下落の影響もあり苦戦しました。 

 以上の結果、食肉関連事業の売上高は前中間期比 1.5％増の 432,062 百万円、営業利益は前中間期比 3.2％

減の 6,278 百万円となりました。 

その他の事業 

水産部門は、水産資源の減少と原油高を背景にした漁獲量の減少、欧州やロシア・中国の需要増による原

料高が続きました。このような厳しい市場環境の中で、価格改定の取り組みに加え、量販店のデリカ部門や

回転寿司チャネルの攻略などの経路政策や鮪の取扱量の拡大、新たな魚種の開発などの商品政策を推進しま

した。 

乳製品部門は、ヨーグルト・乳酸菌飲料につきましては新商品の開発とともに新規市場の開発にも注力し、

業務用チャネルの攻略を図りました。チーズにつきましては新規顧客の開拓など販路拡大を図りましたが、

売上全体では苦戦を強いられました。 

これらに外食等の売上げを加えたその他事業の売上高は前中間期比 4.8％増の 67,314 百万円、利益につき

ましては、348 百万円の営業損失となりました。 
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所在地別セグメントの概況 

① 日    本 

日本でのハム・ソーセージの売上高は主力ブランド商品、中元ギフト及び新商品が伸張しましたが、加工

食品の売上高はピザ群やプリフライ群が伸張したものの販売競争の激化により微減となりました。食肉にお

いては自社グループ生産のブランド商品を中心に取扱い数量を拡大し相場下落による単価ダウンを補い売上

高は微増となりました。また、水産品は価格改定、経路別政策の推進及び鮪取扱量の拡大等により増収とな

りました。 

 これらの結果、日本での売上高は前中間期比 0.6％増の 438,817 百万円となりました。営業利益はコスト

削減効果や価格改定の効果はあったものの、鶏肉の国内販売価格の下落による収益悪化などにより前中間期

比 9.3％減の 6,290 百万円となりました。 

② その他の地域 

豪州での売上高は、前期における海外子会社の営業譲渡によりハム・ソーセージの売上高が減少したこと

で減収となりましたが、米国内での売上高は加工食品の伸張などにより増収となりました。 

 これらの結果、その他地域の売上高は前中間期比 10.8％増の 91,154 百万円となりました。利益につきま

しては、豪州における牛肉事業の採算悪化が主な要因となり 232 百万円の営業損失（前中間期は 29 百万円の

営業損失）となりました。 

（２）通期の見通し 

業績全般の見通し 

下期におきましても、原料価格の影響や輸入加工品の増加など引き続き厳しい市場環境が見込まれますが、

追い風も出てきております。北海道日本ハムファイターズのパシフィック・リーグ制覇、日本シリーズ制覇

は「優勝セール」の増収効果にとどまらず、企業イメージ向上や従業員のモチベーションの向上にも繋がっ

ております。これらの追い風を下期の業績向上と事業の積極的な拡大に繋げてまいります。 

加工部門におきましては、一連のコスト削減のための抜本的な改革と価格改定の取り組みにより、収益構

造は改善されてきました。コスト削減のための施策は継続して実施してまいりますが、それ以上に今後は売

上げの拡大を図ってまいります。積極的な提案営業を推進し、ファイターズ関連のフェアで増えた売り場を

定番化して「面」の拡大を図ってまいります。また、歳暮商戦につきましてはグループ農場の国産豚肉に限

定した新ブランド「美ノ国」の立上げと新イメージキャラクターを起用した TVCM の放映などの積極的な販売

促進で売上増を目指します。さらには、来年の商品販促展示会に向けて、顧客ニーズをしっかり捉えた新商

品の開発を図ってまいります。 

食肉部門におきましては、高値相場の反落や需要減少により苦戦していた畜種もありましたが、拡販によ

り高いコストの在庫品は一巡しており、今後は収益向上に向うことが予測されます。豪州における牛肉事業

の採算悪化は長引いておりますが、生産から販売まで手がけるインテグレーションシステムをベースにした

付加価値の高いブランド食肉の確立と拡販を推進していきます。また、国内外で牛・豚を預託飼育するビジ

ネスモデルの確立など新たな分野にも挑戦いたします。 

水産部門は、下期も原料価格が高止まりすることが予測されます。このような環境下において納品価格の

見直しを随時行うとともにチャネル別のきめ細かいマーケティング戦略と付加価値の高い商品開発を継続し

て取り組みます。 

乳製品部門は、消費者ニーズを先取りした機能性の高い商品の開発を強化してまいります。 

日本ハムグループは、グループブランドに「人輝く、食の未来」というステートメントを添えています。

当社グループは様々な食の領域に挑戦していますが、全員が顧客視点で事業・業務に取り組み、「食べる喜び」

を提供することで、人々の楽しく健やかなくらしに貢献するという理念の下、「高い品質」と「強い営業」を

事業の両輪として、厳しい環境を乗り越えていく所存です。 

通期の業績は、売上高 9,850 億円（前期比 2.2％増）を予想しております。利益につきましては、税引前利

益 115 億円（前期比 392.5％増）、当期純利益は 75 億円（前期比 687.8％増）を見込んでおります。 
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（３）利益配分に関する見通し 

当期の配当金につきましては、安定配当を実施するという基本方針に基づき、１株につき普通配当１６円

を予定しております。 

２．財政状態 

当中間期末の総資産は、前期末比 3.1％増の 609,605 百万円となりました。項目別にみますと、流動資産に

ついては、受取手形及び売掛金が前期末に比べて 18.2％増の 121,527 百万円となったことなどにより、前期末

比 7.8％増の 292,165 百万円となりました。有形固定資産については、新規取得が減価償却費の範囲内であっ

たこともあり、前期末比 0.7％減の 257,848 百万円となりました。 

次に負債については、支払手形及び買掛金が前期末比 7.0％増の 94,332 百万円となったこともあり、流動負

債は前期末に比べ 3.4％増の 203,671 百万円となりました。長期債務は、新規借入もあり、前期末に比べ 15.2％

増の99,877百万円となりました。これらの結果、負債は前期末に比べ6.5％増の317,346百万円となりました。 

なお、有利子負債は、前期末に比べ 12,348 百万円増加して 182,049 百万円となりました。 

株主資本については、中間純利益 2,533 百万円はありましたが、現金配当などにより前期末比 0.5％減の

290,188 百万円となりました。この結果株主資本比率は、前期末に比べ 1.7％低下し、47.6％となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は、次の通りです。 

（単位：百万円） 

１８年９月 １７年９月 区        分 

中 間 期 中 間 期 
増減 １８年３月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー 976 △ 17,810 18,786 △ 21,207 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  8,200 △ 10,120 1,920 △ 16,661 

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,990 3,200 2,790 △  1,745 

純 キ ャ ッ シ ュ 増（△減） △  1,234 △ 24,730 23,496 △ 39,613 
中間期末(期末)現金及び現金同等物残高 25,946 42,063 △ 16,117 27,180 

営業活動によるキャッシュ・フローは、受取手形及び売掛金の増加はありましたが、支払手形及び買掛金の

増加もあり、976 百万円の純キャッシュ増（前中間期は 17,810 百万円の純キャッシュ減）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得 7,500 百万円などにより、8,200 百万円の純キ

ャッシュ減（前中間期は 10,120 百万円の純キャッシュ減）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少や現金配当はありましたが、長期債務の増加など

により、5,990 百万円の純キャッシュ増（前中間期は 3,200 百万円の純キャッシュ増)となりました。これらの

結果、当期末の現金及び現金同等物残高は、前期末比 1,234 百万円減の 25,946 百万円となりました。 

なお、財務指標のトレンドは下記のとおりであります。 

   （単位：％） 

 15 年 3 月期 16 年 3 月期 17 年 3 月期 
17 年 9 月 

中間期 
18 年 3 月期 

18 年 9 月 

中間期 

株 主 資 本 比 率 39.7 42.9 43.9 46.1 49.3 47.6 

時価ベースの株主資本比率 41.7 45.7 50.8 45.6 47.6 49.7 

※ 株 主 資 本 比 率：株 主 資 本／総資産 

  時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

 (注)1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 
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３．事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなもの

があります。なお、これらには将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、当中間期末現在にお

いて判断したものであります。 

 (1) 商品市況リスク 

 当社グループは、食肉及び食肉関連加工品を中心に取り扱っており、販売用食肉はもとより、ハム・ソ

ーセージ、加工食品などの原料用にも食肉が使用されているため、畜産物の相場変動によるリスクにさら

されております。さらに、これらの食肉を供給する生産飼育事業においては、商品市況はもちろん、飼料

価格の変動にも影響を受けることとなります。 

 これらの価格変動リスクに対して、商品調達ルートの分散化、高付加価値製品の開発、特徴のあるマー

ケティング戦略の確立などに努め、また、製品需要を見越した安定的な原材料の確保、食肉の適正在庫水

準の維持などを行っております。 

 なお、疾病(ＢＳＥ、鳥インフルエンザ、口蹄疫など)の発生やセーフガード(緊急輸入制限措置)の発動

などによる価格変動が当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

 (2) 為替リスク 

 当社グループは、様々な通貨による外貨建の輸出入業務を行っており、それらの取引から生ずる債権債

務、確定契約及び予定取引を起因とした為替相場変動リスクがあります。最も影響を受ける為替リスクは、

米国ドルに関連するものであります。為替相場変動リスクを軽減するため、当社グループは先物外国為替

契約を中心としたヘッジ取引を行っておりますが、為替レートの過度の変動は経営成績に影響を与える可

能性があります。 

(3) 金利リスク 

 当社グループは、必要資金の大部分を外部からの借入金等有利子負債により調達しており、常に金利変

動リスクがあります。 

 なお、平成 18 年 9 月末時点の有利子負債 1,820 億円の大部分は固定金利であり、金利上昇による直接

的な影響については当面軽微であると思われますが、今後の資金需要増大に伴う調達コスト上昇に備える

ため、営業活動によるキャッシュ・フローの増大、減価償却費の範囲内で設備投資を行うことなどの有利

子負債の削減策を講じております。 

 しかしながら、将来的な金利上昇局面において、当社の調達条件が悪化する可能性があります。 

(4) 株価リスク 

 当社グループの保有している有価証券は、取引先などの株式が中心であるため、市場価格の変動に基づ

く株価リスクがあります。 

 平成 18 年 9 月末時点では、全体として含み益の状態となっておりますが、今後の株価動向次第では業

績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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(5) 自然災害や社会的な制度等のリスク 

 当社グループは世界各国におきまして事業活動を行っております。これらの事業活動地域においては、

つぎのようなリスクがあります。これらの事象が発生した場合は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

・地震等の自然災害の発生 

・予期しない法律または諸規制の設定または改廃 

・予期しない不利な経済的または政治的要因の発生 

・テロ、紛争等の発生 

・世界的な鳥インフルエンザ等の感染性疾病の流行等による社会的混乱 

(6)個人情報漏洩リスク 

 当社グループは、保有する個人情報の保護・管理について「個人情報管理規程」を定めるとともに、従

業員教育等を通じ、厳正な管理に努めております。しかしながら、予期せぬ事態により情報の流出等が発

生した場合には、社会的信用の低下などにより、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(7)安全性のリスク 

 当社グループは、品質管理システム（ＩＳＯ、ＨＡＣＣＰ等）の取得に取り組むなど厳しい品質管理体

制を構築しており、今後とも品質向上の取組みを一層強化し安全性の確保に努めてまいります。しかしな

がら、これらの取り組みの範囲を超えた品質問題が発生した場合には、当社グループの業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表

１８年９月中間期 １７年９月中間期 １８年３月期 

(H18．9．30 現在) (H17．9．30 現在) (H18．3．31 現在) 科        目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（ 資 産 の 部 ）       

流 動 資 産       

現 金 及 び 現 金 同 等 物 25,946 4.3 42,063 6.8 27,180 4.6

定 期 預 金 4,700 0.8 2,600 0.4 4,507 0.8

有 価 証 券 352 0.1 1,112 0.2 198 0.0

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 121,527 19.9 99,999 16.3 102,832 17.4

貸 倒 引 当 金 △    687 △0.1 △    920 △0.1 △    906 △0.2

棚 卸 資 産 118,797 19.5 123,835 20.1 117,011 19.8

繰 延 税 金 5,681 0.9 6,022 1.0 4,832 0.8

そ の 他 の 流 動 資 産 15,849 2.6 15,133 2.4 15,389 2.6

流 動 資 産 合 計 292,165 48.0 289,844 47.1 271,043 45.8

投 資 及 び 長 期 債 権     

関連会社に対する投資及び貸付金 1,087 0.2 1,086 0.2 1,079 0.2

そ の 他 の 投 資 有 価 証 券 24,614 4.0 24,286 3.9 26,792 4.5

そ の 他 の 投 資 13,713 2.2 13,958 2.3 13,817 2.3

投資及び長期債権合計 39,414 6.4 39,330 6.4 41,688 7.0

有形固定資産（減価償却累計額控除後） 257,848 42.3 266,137 43.3 259,727 43.9
長 期 繰 延 税 金 9,090 1.5 11,630 1.9 8,795 1.5
そ の 他 の 資 産 11,088 1.8 8,145 1.3 10,173 1.8

資 産 合 計 609,605 100.0 615,086 100.0 591,426 100.0

（負債及び資本の部）     

流 動 負 債     

短 期 借 入 金 70,556 11.6 92,196 15.0 71,823 12.1

一年内に期限の到来する長期債務 12,798 2.1 21,930 3.6 12,485 2.1

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 94,332 15.5 97,018 15.8 88,141 15.0

未 払 法 人 税 等 3,231 0.5 4,093 0.7 3,847 0.7

繰 延 税 金 545 0.1 852 0.1 723 0.1

未 払 費 用 14,391 2.3 19,920 3.2 14,342 2.4

そ の 他 の 流 動 負 債 7,818 1.3 5,543 0.9 5,552 0.9

流 動 負 債 合 計 203,671 33.4 241,552 39.3 196,913 33.3
退 職 金 及 び 年 金 債 務 10,355 1.7 22,578 3.7 10,743 1.8

長期債務（一年内に期限到来分を除く） 99,877 16.4 62,335 10.1 86,663 14.7
長 期 繰 延 税 金 3,443 0.6 3,478 0.5 3,577 0.6
少 数 株 主 持 分 2,071 0.3 1,860 0.3 1,950 0.3

資 本     
資 本 金 24,166 4.0 24,166 3.9 24,166 4.1

資 本 剰 余 金 50,737 8.3 50,623 8.2 50,688 8.6

利 益 剰 余 金     

利 益 準 備 金 6,802 1.1 6,741 1.1 6,741 1.1

そ の 他 の 利 益 剰 余 金 202,359 33.2 205,662 33.5 203,542 34.4

その他の包括利益（△損失）累計額 6,350 1.0 △  3,703 △0.6 6,664 1.1

自 己 株 式 △    226 △0.0 △    206 △0.0 △    221 △0.0

資 本 合 計 290,188 47.6 283,283 46.1 291,580 49.3

負債及び資本合計 609,605 100.0 615,086 100.0 591,426 100.0
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 

１８年９月中間期 １７年９月中間期 １８年３月期 

自 H18．4． 1 自 H17．4． 1 自 H17．4． 1 

至 H18．9．30 至 H17．9．30 至 H18．3．31 
科        目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 収 益       

売 上 高 485,388 100.0 476,969 100.0 963,664 100.0

そ の 他 758 0.2 1,538 0.3 4,022 0.4

収 益 合 計 486,146 - 478,507 - 967,686 -

 原 価 及 び 費 用     

売 上 原 価 395,588 81.5 391,930 82.2 789,411 81.9

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 83,819 17.3 99,185 20.8 187,732 19.5

厚生年金基金代行返上に伴う債務 

返還差額 
－ - △ 27,434 △5.8 △ 27,434 △2.8

支 払 利 息 1,353 0.3 1,250 0.3 2,496 0.2

そ の 他 933 0.2 9,507 2.0 13,146 1.4

原 価 及 び 費 用 合 計 481,693 - 474,438 - 965,351 -

 法人税等及び持分法による 

          投資損益等前中間(当期)利益 
4,453 0.9 4,069 0.8 2,335 0.2

 法 人 税 等     

中 間 ( 当 期 ) 税 金 2,675 0.6 3,556 0.7 6,089 0.6

繰 延 税 金 △    808 △0.2 △  1,620 △0.3 △  3,771 △0.4

法 人 税 等 合 計 1,867 0.4 1,936 0.4 2,318 0.2

持分法による投資損益、臨時項目及び会計処理 

変更による累積的影響額前中間(当期)利益 2,586 0.5 2,133 0.4 17 0.0

 持分法による投資損益(法人税等控除後) △     53 △0.0 △     12 △0.0 △     16 △0.0

臨時項目及び会計処理変更による累積的 

影響額前中間(当期)利益 
2,533 0.5 2,121 0.4 1 0.0

 臨時項目―貸方のれん償却益 － - 555 0.1 555 0.1

 会計処理変更による累積的影響額 － - 396 0.1 396 0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 2,533 0.5 3,072 0.6 952 0.1

注）平成 17 年 9 月中間期および平成 18 年 3 月期につきましては、厚生年金基金代行返上による、代行部分の累積給付

債務と国へ返還する年金資産との差額 27,434 百万円を「厚生年金基金代行返上に伴う債務返還差額」として区分掲

記しております。 

代行部分に対応する将来昇給分である予測給付債務と累積給付債務の差額 991 百万円を純期間年金費用の戻しとし

て、また未償却純損失残高の代行部分相当額の一括償却を清算損失として 21,790 百万円計上しました。 

将来昇給分の戻しと清算損失の合計額 20,799 百万円のうち、5,589 百万円を売上原価に、15,210 百万円を販売費及

び一般管理費にそれぞれ計上しています。 

なお、当該損益を「厚生年金基金代行返上益」として一括表示すると次のページのとおりとなります。 
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《ご 参 考》 

中 間 連 結 損 益 計 算 書（厚生年金基金代行返上益を一括表示した場合） 

１８年９月中間期 １７年９月中間期 １８年３月期 

自 H18．4． 1 自 H17．4． 1 自 H17．4． 1 

至 H18．9．30 至 H17．9．30 至 H18．3．31 
科        目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 収 益       

売 上 高 485,388 100.0 476,969 100.0 963,664 100.0

そ の 他 758 0.2 1,538 0.3 4,022 0.4

収 益 合 計 486,146 - 478,507 - 967,686 -

 原 価 及 び 費 用     

売 上 原 価 395,588 81.5 386,341 81.0 783,291 81.3

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 83,819 17.3 83,975 17.6 170,299 17.7

厚生年金基金代行返上益 － - △  6,635 △1.4 △  6,635 △0.7

退職給付制度変更等に伴う清算損失 － - － - 2,754 0.3

支 払 利 息 1,353 0.3 1,250 0.3 2,496 0.2

そ の 他 933 0.2 9,507 2.0 13,146 1.4

原 価 及 び 費 用 合 計 481,693 - 474,438 - 965,351 -

 法人税等及び持分法による 

          投資損益等前中間(当期)利益 
4,453 0.9 4,069 0.8 2,335 0.2

 法 人 税 等     

中 間 ( 当 期 ) 税 金 2,675 0.6 3,556 0.7 6,089 0.6

繰 延 税 金 △    808 △0.2 △  1,620 △0.3 △  3,771 △0.4

法 人 税 等 合 計 1,867 0.4 1,936 0.4 2,318 0.2

持分法による投資損益、臨時項目及び会計処理 

変更による累積的影響額前中間(当期)利益 2,586 0.5 2,133 0.4 17 0.0

 持分法による投資損益(法人税等控除後) △     53 △0.0 △     12 △0.0 △     16 △0.0

臨時項目及び会計処理変更による累積的 

影響額前中間(当期)利益 
2,533 0.5 2,121 0.4 1 0.0

 臨時項目―貸方のれん償却益 － - 555 0.1 555 0.1

 会計処理変更による累積的影響額 － - 396 0.1 396 0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 2,533 0.5 3,072 0.6 952 0.1

 

営業利益（日本の会計慣行に基づく） 5,981 1.2 6,653 1.4 10,074 1.0
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中 間 連 結 資 本 勘 定 増 減 表 

１８年９月中間期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） （単位：百万円） 

区 分 資本金 資本剰余金 利益準備金
その他の 

利益剰余金

その他の 

包括利益 

(△損失) 

累計額 

自己株式 資本合計 

平成 18 年 3月 31 日現在 24,166 50,688 6,741 203,542 6,664 △ 221 291,580

 中 間 純 利 益  2,533  2,533
 売却可能有価証券未実現評価損 △ 1,382 △   1,382
 デ リ バ テ ィ ブ 未 実 現 評 価 益 528 528
 年 金 債 務 調 整 勘 定  －
 外 貨 換 算 調 整 勘 定 540 540
 現 金 配 当 △   3,652  △   3,652
 利 益 準 備 金 振 替 額 61 △       61  0
 自 己 株 式 取 得 額  △  17 △       17
 ストックオプションの付与 58  58
 ストックオプションの行使 △       9 △        3  12 0

平成 18 年 9月 30 日現在 24,166 50,737 6,802 202,359 6,350 △ 226 290,188

 

１７年９月中間期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） （単位：百万円） 

区 分 資本金 資本剰余金 利益準備金
その他の 

利益剰余金

その他の 

包括利益 

(△損失) 

累計額 

自己株式 資本合計 

平成 17 年 3月 31 日現在 24,166 50,553 6,637 206,346 △18,887 △ 194 268,621

 中 間 純 利 益  3,072  3,072
 売却可能有価証券未実現評価益 999 999
 デ リ バ テ ィ ブ 未 実 現 評 価 損 △       3 △       3
 年 金 債 務 調 整 勘 定 12,272 12,272
 外 貨 換 算 調 整 勘 定 1,916 1,916
 現 金 配 当 △   3,652  △  3,652
 利 益 準 備 金 振 替 額 104 △     104  0
 自 己 株 式 取 得 額  △  12 △      12
 ストックオプションの付与 70  70
 ストックオプションの行使  －

平成 17 年 9月 30 日現在 24,166 50,623 6,741 205,662 △ 3,703 △ 206 283,283

 

１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） （単位：百万円） 

区 分 資本金 資本剰余金 利益準備金
その他の 

利益剰余金

その他の 

包括利益 

(△損失) 

累計額 

自己株式 資本合計 

平成 17 月 3月 31 日現在 24,166 50,553 6,637 206,346 △ 18,887 △ 194 268,621

 当 期 純 利 益 952  952
 売却可能有価証券未実現評価益 1,973 1,973
 デ リ バ テ ィ ブ 未 実 現 評 価 益 28 28
 年 金 債 務 調 整 勘 定 20,052 20,052
 外 貨 換 算 調 整 勘 定 3,498 3,498
 現 金 配 当 △   3,652  △   3,652
 利 益 準 備 金 振 替 額 104 △     104  0
 自 己 株 式 取 得 額  △  27 △       27
 ストックオプションの付与 135  135
 ストックオプションの行使  －

平成 18 年 3月 31 日現在 24,166 50,688 6,741 203,542 6,664 △ 221 291,580
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中 間 連 結 キャッシュ・フロー 計 算 書 

（単位：百万円） 

１８年９月中間期 １７年９月中間期 １８年３月期 
自 H18．4． 1 自 H17．4． 1 自 H17．4． 1項        目 
至 H18．9．30 至 H17．9．30 至 H18．3．31

営業活動によるキャッシュ・フロー：    

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 2,533 3,072 952 

 調 整 項 目： 

  会計処理変更による累積的影響額 

 

－ 

 

△   396 

 

△   396 

  減 価 償 却 費 11,700 11,830 24,452 

  厚生年金基金代行返上に伴う債務返還差額 － △27,434 △27,434 

  厚生年金基金代行返上に伴う清算損失 － 20,799 20,799 

  退職給付制度変更等に伴う清算損失 － － 2,754 

  繰 延 税 金 △   808 △ 1,620 △ 3,771 

  臨 時 項 目 － 貸 方 の れ ん 償 却 益 － △   555 △   555 

  受 取 手 形 及 び 売 掛 金 の 増 △18,502 △ 2,435 △ 5,293 

  棚 卸 資 産 の 増 △ 1,589 △27,278 △20,494 

  そ の 他 流 動 資 産 の(△増) 減 554 △ 3,332 △ 3,192 

  支 払 手 形 及 び 買 掛 金 の 増(△減) 6,691 7,235 △ 1,971 

  未 払 法 人 税 等 の 減 △   599 △ 1,054 △ 1,578 

  未払費用及びその他流動負債の増(△減) 1,497 2,707 △ 3,681 

  そ の 他 ― 純 額 △   501 651 △ 1,799 

営業活動による純キャッシュ増(△減) 976 △17,810 △21,207 

投資活動によるキャッシュ・フロー：   

 有 形 固 定 資 産 の 取 得 △ 7,500 △12,192 △19,809 

 有 形 固 定 資 産 の 売 却 684 1,159 3,660 

 定 期 預 金 の (△増)減 △   310 617 △   818 

 有価証券及びその他の投資有価証券の取得 △   377 △   732 △ 1,102 

 有価証券及びその他の投資有価証券の売却 100 1,715 3,669 

 そ の 他 の 投 資 の 減 389 1,018 1,159 

 そ の 他 ― 純 額 △ 1,186 △ 1,705 △ 3,420 

投資活動による純キャッシュ減 △ 8,200 △10,120 △16,661 

財務活動によるキャッシュ・フロー：   

 現 金 配 当 △ 3,668 △ 3,669 △ 3,669 

 短 期 借 入 金 の 増 (△減) △ 2,721 12,652 △ 6,636 

 長 期 債 務 の 借 入 19,056 6,679 36,780 

 長 期 債 務 の 返 済 △ 6,867 △12,450 △28,193 

 そ の 他 190 △    12 △    27 

財務活動による純キャッシュ増(△減) 5,990 3,200 △ 1,745 

純 キ ャ ッ シ ュ 減 △ 1,234 △24,730 △39,613 

期首現金及び現金同等物残高 27,180 66,793 66,793 

中間期末(期末)現金及び現金同等物残高 25,946 42,063 27,180 

補足情報：   

中間（年間）キャッシュ支払額    

 支 払 利 息 1,373 1,180 2,450 

 法 人 税 等 2,499 4,116 8,367 

キャピタルリース債務発生額 885 － 423 
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項 

１.連 結 範 囲 

（１）連結子会社数   １０９社 

（２）非連結子会社     無 

（３）主要会社名 

 ㈱宝幸、Day-Lee Foods, Inc. 、Nippon Meat Packers Australia Pty. Ltd.、 

 日本ホワイトファーム㈱、インターファーム㈱、マリンフーズ㈱ 

   日本ハム食品㈱、静岡日本ハム㈱、関東日本フード㈱ 

（４）異動状況 

 （新規）   なし 

 （除外）   ９社：合併による消滅９社 

２.連結子会社の事業年度などに関する事項 

連結子会社のうち、１２社の決算日は 12 月 31 日です。連結財務諸表の作成にあたっては当該各社の事業

年度に係る財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引につきましては連結上必

要な調整を行っております。 

３.持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用会社数  １１社 

（２）主要会社名 

大阪サッカ－クラブ㈱ 

（３）異動状況 

 （新規）  １社 

   （除外）  ０社  

（４）事業年度 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社につきましては、各社の事業年度に係る財

務諸表を使用しております。 

４.主要な会計方針の要約 

（１）連結財務諸表の作成基準 

 当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められた会計基準に準拠して作成しております。 

（２）棚卸資産の評価方法及び評価基準 

 棚卸資産は、平均法による原価または時価のいずれか低い価額で表示しております。時価は正味実現可

能価額によっております。 

（３）有価証券の評価方法及び評価基準 

 米国財務会計基準審議会基準書（以下、「基準書」）第 115 号「負債証券投資及び持分証券投資の会計」

を適用しております。 

  満期保有目的債券 償却原価法 

  売却可能有価証券 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全額資本直入 

 法により処理し、売却原価は平均法により算定） 
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（４）固定資産の減価償却方法 

  有形固定資産の減価償却方法 主として定率法 

  無形資産の減価償却方法 定額法（ただし、基準書第 142 号「営業権及びその他の無形資 

 産」に準拠し、耐用年数が確定できないものについては、償却 

 を行わずに減損テストのみを実施） 

（５）退職金及び年金債務の計上基準 

 基準書第 87 号「雇用主の年金会計」に準拠し、従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の公正価値に基づき計上しております。なお、退職金及び年金債務が、累積給付

債務（＝退職給付債務から将来の昇給分を控除した債務）と年金資産の公正価値の差額より不足する金額

については、最小年金負債調整額として追加計上しております。 

 未認識過去勤務費用については、従業員の平均残存勤務年数で定額償却しております。 

 未認識の数理計算上の純損失については、退職給付債務と年金資産の公正価値のいずれか大きい方の

10％を超える部分について、その発生時の従業員の平均残存勤務期間年数で、定額償却しております。 

  

 

１株当たり中間（当期）純利益の計算内容 

１８年９月中間期 １７年９月中間期 １８年３月期 

自 H18．4． 1 自 H17．4． 1 自 H17．4． 1 項 目 

至 H18．9．30 至 H17．9．30 至 H18．3．31 
 百万円 百万円 百万円

純利益（分子）：    

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 2,533 3,072 952 
    
 千株 千株 千株

株式数（分母）：    

基本的１株当たり純利益算定 

の た め の 加 重 平 均 株 式 数 
228,256 228,275 228,269 

ストックオプションの付与による希薄化の影響 230 128 155 

希薄化後の 1株当たり純利益算定の 

た め の 平 均 株 式 数 
228,486 228,403 228,424 
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セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

 １８年９月中間期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）  （単位：百万円） 

科目 
食肉関連

事  業

その他の
事  業

計 
消  去 
又は全社 

連 結 

売  上  高   

(1)外部顧客に対する売上高 419,620 65,768 485,388 - 485,388
(2)セグメント間の内部売上高 12,442 1,546 13,988 (13,988) -

計 432,062 67,314 499,376 (13,988) 485,388

営 業 費 用 425,784 67,662 493,446 (14,039) 479,407

営 業 利 益（△損失） 6,278 △348 5,930 51  5,981
（注）１．事業区分は、製品の種類･性質の類似性をもとに区分しておりますが、食肉関連事業以外のい

ずれの事業の売上高及び営業利益とも全セグメントの売上高及び営業利益の合計額の１０％
未満であるため、その他の事業に一括して表示しております。 
営業利益は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して
算出しております。 

２．食肉関連事業に属する主要な製品は、ハム･ソーセージ、加工食品及び食肉等であります。 

 １７年９月中間期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）  （単位：百万円） 

科目 
食肉関連

事  業

その他の
事  業

計 
消  去 
又は全社 

連 結 

売  上  高   

(1)外部顧客に対する売上高 413,840 63,129 476,969 - 476,969
(2)セグメント間の内部売上高 12,009 1,113 13,122 (13,122) -

計 425,849 64,242 490,091 (13,122) 476,969

営 業 費 用 419,362 63,973 483,335 (13,019) 470,316

営 業 利 益 6,487 269 6,756 (   103) 6,653
（注）１．事業区分は、製品の種類･性質の類似性をもとに区分しておりますが、食肉関連事業以外のい

ずれの事業の売上高及び営業利益とも全セグメントの売上高及び営業利益の合計額の１０％
未満であるため、その他の事業に一括して表示しております。 
営業利益は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して
算出しております。 
なお、厚生年金基金の代行部分返上に伴う全ての損益は含めておりません。 

２．食肉関連事業に属する主要な製品は、ハム･ソーセージ、加工食品及び食肉等であります。 

 １８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）    （単位：百万円） 

科目 
食肉関連

事  業

その他の
事  業

計 
消  去 
又は全社 

連 結 

売  上  高   

(1)外部顧客に対する売上高 837,364 126,300 963,664 - 963,664
(2)セグメント間の内部売上高 21,543 2,302 23,845 (23,845) -

計 858,907 128,602 987,509 (23,845) 963,664

営 業 費 用 847,496 129,863 977,359 (23,769) 953,590

営 業 利 益（△損失） 11,411 △1,261 10,150 (    76) 10,074
（注）１．事業区分は、製品の種類･性質の類似性をもとに区分しておりますが、食肉関連事業以外のい

ずれの事業の売上高及び営業利益とも全セグメントの売上高及び営業利益の合計額の１０％
未満であるため、その他の事業に一括して表示しております。 
営業利益は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して
算出しております。 
なお、厚生年金基金の代行部分返上に伴う全ての損益及び退職給付制度変更等に伴う清算損失
は含めておりません。 

２．食肉関連事業に属する主要な製品は、ハム･ソーセージ、加工食品及び食肉等であります。 
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２．所在地別セグメント情報 

 １８年９月中間期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）  （単位：百万円） 

科目 日  本
その他の
地  域

計 
消  去 
又は全社 

連  結

売  上  高   

(1)外部顧客に対する売上高 438,416 46,972 485,388 - 485,388
(2)セグメント間の内部売上高 401 44,182 44,583 (44,583) -

計 438,817 91,154 529,971 (44,583) 485,388

営 業 費 用 432,527 91,386 523,913 (44,506) 479,407

営 業 利 益（△損失） 6,290 △232 6,058 (    77) 5,981
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の 

 売上高も全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表示
しております。 
営業利益は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して
算出しております。 

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。 

 １７年９月中間期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）  （単位：百万円） 

科目 日  本
その他の
地  域

計 
消  去 
又は全社 

連  結

売  上  高      

(1)外部顧客に対する売上高 435,348 41,621 476,969 - 476,969
(2)セグメント間の内部売上高 651 40,644 41,295 (41,295) -

計 435,999 82,265 518,264 (41,295) 476,969

営 業 費 用 429,065 82,294 511,359 (41,043) 470,316

営 業 利 益（△損失） 6,934 △29 6,905 (   252) 6,653
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の 

 売上高も全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表示
しております。 
営業利益は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して
算出しております。 
なお、厚生年金基金の代行部分返上に伴う全ての損益は含めておりません。 

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。 

 １８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）    （単位：百万円） 

科目 日  本
その他の
地  域

計 
消  去 
又は全社 

連  結

売  上  高      

(1)外部顧客に対する売上高 876,272 87,392 963,664 - 963,664
(2)セグメント間の内部売上高 1,343 84,624 85,967 (85,967) -

計 877,615 172,016 1,049,631 (85,967) 963,664

営 業 費 用 866,602 173,024 1,039,626 (86,036) 953,590

営 業 利 益（△損失） 11,013 △1,008 10,005 69 10,074
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の 
 売上高も全セグメントの売上高合計額の１０％未満であるため、その他の地域に一括して表示

しております。 
営業利益は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して
算出しております。 
なお、厚生年金基金の代行部分返上に伴う全ての損益及び退職給付制度変更等に伴う清算損失
は含めておりません。  

２．その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。 

３．海外売上高 

海外売上高は１７年９月中間期、１８年３月期及び１８年９月中間期とも連結売上高の１０％ 
未満であるので記載を省略しております。 
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有価証券の時価等 

売却可能有価証券については、米国会計基準に基づき、公正価値をもって貸借対照表に計上して

おります。 

１８年９月中間期（平成１８年９月３０日現在） （単位：百万円） 

区  分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値 

売 却 可 能 有 価 証 券  

持 分 証 券 13,394 8,161 △   61 21,494
負 債 証 券 373 30 ― 403

満期保有目的有価証券 499 2 △    1 500

合  計 14,266 8,193 △   62 22,397

 

１７年９月中間期（平成１７年９月３０日現在） （単位：百万円） 

区  分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値 

売 却 可 能 有 価 証 券  

持 分 証 券 11,778 8,718 △   14 20,482
負 債 証 券 1,344 117 0 1,461

満期保有目的有価証券 766 6 0 772

合  計 13,888 8,841 △   14 22,715

 

１８年３月期（平成１８年３月３１日現在） （単位：百万円） 

区  分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値 

売 却 可 能 有 価 証 券 

持 分 証 券 

負 債 証 券 

満期保有目的有価証券 

13,046

377

524

10,430

47

4

 

△ 5 

― 

△ 2 

23,471

424

526

合  計 13,947 10,481 △ 7 24,421
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